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この報告書について 
 
この環境報告書は「環境報告書ガイドライン 2007 年度版」に準拠して作成しています。

 

[範囲] 

本報告書の対象範囲は、当社国内全事業所（関係会社を含む）で、対象期間は 2009

（H21）年度（2009 年 4月～2010 年 3月）です。 

但し、エネルギー・廃棄物処理等については経年変化を知るために 2003 年度（2003 年 2

月～2004 年 1 月）から 2008 年度（2008 年 4 月～2009 年 3 月）のデータも掲載していま

す。なお、会計年度の変更により 2005 年 2月 3月のデータは省略しています。 

 

[継続性] 

今号は第５号です。毎年１回、夏に発行する予定です。 

 

[発行日] 

 2010 年 7月 7日 
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当社の前身である㈱新潟鐵工所が、1919 年(大正 8 年)に日本で初めての舶用ディ

ーゼル機関を開発して以来、数多くのディーゼル機関、ガス機関、ガスタービン、Z

型推進装置などを製造しており、それらの環境への負荷は大きいものと自覚してお

ります。地球環境の保全は、いまや人類にとって最も重要な課題となっており、当

社としても常日頃、温室効果ガスや汚染物質の排出を大幅に抑制できる製品やサー

ビスの提供に取組んでおります。 

平成 22 年 2 月、舶用中速ディーゼル機関「6L（MG）28HX」にて、平成 23 年から

適用される国際海事機関（IMO）の窒素酸化物(NOx)2 次規制対応エンジンの鑑定書を

日本海事協会（NK）から取得しました。更に 4 機種の受験も終了しました。これは、

現行の規制に対して 15～22％の NOx 削減が義務付けられている 2 次規制をクリアす

るものであり、国内では初となる 3 種類のテストサイクルで同時に鑑定書を取得し

ました。現在、他の機種においてもそれに対応した鑑定書を取得すべく進めており

ます。 

一方、本年 4 月 1 日から適用となった「エネルギーの使用の合理化に関する法律」

(改正省エネ法)への対応では、当社 5 工場の電力系統図を再確認し、工場内全ての

エネルギー使用設備とその使用割合を一覧表にした「総括表」を基に、管理標準や

チェックシートの整備を行い、4 月 1 日からその運用を開始しました。これによるエ

ネルギーの削減、CO2の削減を推進していきます。 

また、平成 21 年 5 月 15 日に香港で開催された国際会議において、シップリサイ

クル条約が採択されています。これは船舶のリサイクルにおける労働災害や環境汚

染を最小限にするため、化学物質の搭載を制限するものであり、これらについても

当社の製品について規定された化学物質の含有量の有無を明らかにしていきます。

このように、製品と生産工程を通して、地球環境保全に貢献できる取り組みを進

めると共に、平成 22 年度の当社基本方針を、「より良いものを、より安く、より早

く造る」「災害・事故ゼロ」「コンプライアンスの再認識」の３つを柱として事業を

運営し、併せて人・資金などリソースの活用によりクレームや不適合の削減を推進

していきます。そして、当社製品・サービスが、トータルライフサイクルを通して

安心してお客様に使用していただき、さらにそれを確実なものとするため全力を尽

くしてまいる所存です。 

ご 挨 拶 

新潟原動機株式会社 

代表取締役社長 
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商号： 新潟原動機株式会社    NIIGATA POWER SYSTEMS CO., LTD. 
設立： ２００３年２月３日(平成１５年) 
沿革： １９１０年（明治４３年） 株式会社新潟鐵工所創立 

１９１９年（大正８年）  日本初の舶用ディーゼルエンジンを開発 

２００３年（平成１５年） ＩＨＩグループとして原動機事業を継承 

本社所在地： 東京都中央区八重洲２－９－７ 
資本： 資本金  ３０億円 
社長： 馬場 五郎 
従業員数： ９６４名 
工場数： ４工場 （太田、新潟内燃機、新潟鋳造、新潟ガスタービン） 
支店・営業所： １６ヶ所 
海外事務所現地法人： ４ヶ所 （中国、オランダ、シンガポール、フィリピン） 
関係会社： ニコ精密機器株式会社 （新潟県南魚沼市） 
業績： 売上高 ５８０億円 （連結） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高（連結）および従業員数の推移 
（億円） （人） 

会社概要 



環境報告書 2010 

3 

 

 

 

主な製品： 

下記製品の製造、据付、販売及びメンテナンスを主な事業としています。 

 

（１） ディーゼル機関 

舶用： ４サイクル 90～21,800ｋＷ 漁船、客船、貨物船、高速艇、作業船、 

その他各種船舶用主機及び補機、遠隔操縦装置、機関監視装置 

陸用： ４サイクル 132～21,800ｋＷ 発電用、ポンプ用、コンプレッサー用、 

その他一般動力用機関、機関監視装置 

車両用：ディーゼルカー用、ディーゼル機関車用、産業車両用 

（２） ガス機関  ガス機関及びデュアルフューエル機関発電装置 

（３） ガスタービン機関  200～10,000ｋＷ 発電用、ポンプ用 

（４） Ｚ型推進装置（略称-Ｚペラ）  タグボート・サプライボート用 

（５） 精密部品  ガイスリンガー継手及びダンパ、燃料噴射ポンプ、燃料弁 

（６） 鋳造品  内燃機関及び産業機械用の鋳鉄品・特殊鋳鉄品（ノジュラ、バーミキュラ、耐熱鋳物など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

２２HＬX 

Z 型推進装置（Z ペラ）

舶用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

２８AHX 

ガスエンジン 

AG シリーズ 

ガスタービン 

CNT-6000EA 

会社概要 

燃料噴射

ポンプ 

燃料噴射弁
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2009年 5 月 業界初の単機出力 3,000kVA を実現した NGT3B 型ガスタービンを開発、販売を開始しま

した。 

2009年 6 月 4月に入社した新卒新入社員 65名が 2ヶ月の研修を経て各部門に配属されました。 

2009年 8 月 国土交通省の CO２削減技術開発事業に「小型デュエルフューエルディーゼル機関開発」

が選定されました。 

2009年 10 月 海上保安庁高速巡視船用ディーゼル主機関(16V20FX)22 台を落札しました。 

2009年 11 月 CIMAC(国際燃焼機関会議)の次期会長に伊藤恭裕常務が決定しました。 

2009年 11 月 第 60 回ディーゼル祭を国産舶用ディーゼル機関発祥の地である蒲田で開催しました。

2009年 12 月 カスタマーサポートセンターの高速機関保管庫、部品保管庫が完成しました。 

2009年 12 月 アジア最大規模の海事展であるマリンテックチャイナ 2009 に出展しました。 

2010年 1 月 6L28AHX 実験機に加え，新潟内燃機工場で 9L28AHX 実験機が運転開始しました。 

2010年 2 月 IMO の NOx2 次規制対応、舶用中速ディーゼル機関の鑑定書を国内初となる 3 サイクル

同時取得しました。 

2010年 3 月 太田工場のクランク軸ターンミル、Ｚペラ新運転台など増産生産設備が完成しました。

2009 年度の主な動き 

マリンテックチャイナ展示会場 
見学者で賑わうニイガタブース 

第 60回ディーゼル祭 

2009 年 11 月 4 日に第 60 回ディーゼル祭を大田区産業会館

Pio で開催しました。 
ディーゼル祭は、大正 14年(1925 年)に新潟鐵工所蒲田工場

の設計課において第 1 回目が開催され、戦時中の中断などを

はさみ 84 年目となる今年は 60 回を数える記念すべき開催と

なりました。 

ディーゼル祭の由来は、1913 年 9月 29日に不慮の死をとげ

たディーゼル博士を偲び、同博士の命日にディーゼル機関の

研究発表を行ったことにあります。以来、若手技術者のため

の研究発表の場として開催されてきました。 

今回の参加者は、IHIグループ 7社からの参加を含め、延べ

158 名となり空席を探すのが難しいほど盛大なものとなりま

した。 

発表は全 10編で、入社 2年目 3年目の若手技術者によるす

ばらしいプレゼンテーションもあり、ディーゼル祭としての

目的は十分達成されました。 

太田工場 Zペラ新運転台 
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CIMACと地球環境 
CIMAC会長 新潟原動機 常務 伊藤恭裕

 

CIMAC(国際燃焼機関会議）は、1951 年に設立された国際的な内燃機関（ピストンエンジ

ン、ガスタービン）の研究・開発者、製造者、部品供給者、使用者および関連業者（石油

会社など）の集まりです。本部はドイツ・フランクフルトにあり、国単位での会員（15）

および単独法人会員(21)で構成されており、参加国は 27カ国に上ります。 

CIMAC の活動には大きく分けて 3 つあります。1 つ目は 3 年ごとに開催される CIMAC 大

会で、各国から有益な論文を発表し討論を行う場としています。参加者は数百名に上る

CIMAC 最大の行事です。2つ目は CIMAC Working Group（WG）です。加盟国・メンバーによ

る委員で構成され、いろいろなテーマに分けて調査・検討・討論を行い、CIMAC としての

意見集約を行います。集約された意見は、ISO、IMO などの基準・規則の元にもなります。

現在 11 の WG が活発に活動を行っており、日本の代表委員として当社から 2 つの WG に参

加しています。3つ目の活動は CIMAC Circle です。年 2回程度、国際展示会などの会場で

開催される半日セミナーで、小規模で開催頻度が高いことから、時宜に合わせた特定のテ

ーマによる情報交換、啓蒙、討議の場として有意義です。 

 

「地球環境の保護」というテーマでは、CIMAC は非常に積極的に取り組んでいます。 

京都議定書が討議された1997年の COP3以降、既に5回の CIMAC大会を開催していますが、

環境対応技術の研究開発、新機種開発に関する論文発表が年々多くなっています。6 月に

開催されたベルゲン（ノルウェー）大会でも、投稿された約 300 編の論文のうち、「環境」

を直接のテーマにしたセッションへの投稿が 1/4で、機種開発や技術開発、代替燃料など

も含めると、おそらく半数以上が「環境」をキーワードにした論文になっています。 

WG 活動でも、エンジンからの排気ガスを対象とした WG や環境対応の切り札であるガス

エンジンの WG には多くの参加者を得ています。また、従来は重油（Heavy Fuel）をテー

マにしていた WG は”Fuel”に名前を変え、代替燃料も含むテーマで活動を行うことにな

りました。CIMAC Circle でも最近のテーマは「環境」に関する話題を多く取り上げていま

す。環境対策のもう一つの切り札であるガスタービンは、これまで日本以外からは CIMAC

に対する積極的な関与はありませんでしたが、ヨーロッパのガスタービン団体との協調を

図ることになり、今後作業を深めて行きます。 

 

CIMAC は環境破壊に関連する当事者の団体であります。そして、使用者も含めたその業

界に関わるすべての関係者が一堂に会する場でもあり、その集約された意見には大きな重

みがあると考えています。CIMAC 大会や WGなどの活動を通じて、最新の研究開発、技術の

紹介を行い、討議を深めて業界全体のレベルアップを図って行きます。特に、大形エンジ

ンに関しては CIMAC が唯一の国際機関であるため、世界の意見を集約し、業界をリードし

て後世に悔いの残らない世界を作るための活動を続けて行きます。 

 

（注） ”CIMAC”はフランスの提唱で設立されたため、正式名称であるフランス語の略称です。 

CIMAC：Conseil International des Machines à Combustion, http://www.cimac.com 

日本の加盟団体は日本内燃機関連合会（日内連）http://www.jicef.org です。 
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2001 年 2 月 ㈱新潟鐵工所 新潟内燃機工場第一回環境改善委員会 

2003 年新潟原動機発足後も活動を継続 

2003 年 10 月 全部門 ISO9001 統合拡大審査認証取得 

2004 年 4 月 全部門 ISO14001 拡大審査認証取得 

2004 年 10 月 環境報告書創刊ワーキンググループ発足 

2005 年 4 月 新潟地区廃棄物削減委員会発足 

2006 年 7 月 環境報告書創刊 

2006 年 12 月 第 2種エネルギー管理指定工場（太田･新潟鋳造）による省エネ委員会 

発足 

2007 年 7 月 環境報告書第 2号発行 

2007 年 8 月 新潟内燃機工場が第 2種エネルギー管理指定工場に指定 

2008 年 4 月 環境小委員会で各工場のゼロエミ活動について審議 

2008 年 7 月 環境報告書第 3号発行 

2009 年 3 月 新潟ガスタービン工場でゼロエミッション達成 

2009 年 6 月 改正省エネ法対応として環境対応組織を再編成して第 1回環境管理会議を開催。 

2009 年 7 月 環境報告書第 4号発行 

2010 年 3 月 太田工場、新潟内燃機工場でゼロエミッション達成 

環境への取組みの経緯 
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環境管理体制 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境方針 

新潟原動機は地球環境保全への取り組みを経営の最重要課題の一つと位置付け、商品

の開発、製造及びサービスが環境に与える影響を的確に捉え、環境に配慮した企業活動

の推進と、商品及びサービスを提供することにより、全員参加で次世代のため豊かな地

球環境の保全に貢献することを環境の基本方針とする。 

（１） 省エネ・省資源を推進して環境負荷を低減する商品の開発･普及に努め、廃棄物の削

減と資源のリサイクルに取り組むとともに、地球温暖化の防止に努めます。 

（２） 環境側面に関連する法規制及び地域社会との協定等を順守して環境負荷低減への継

続的な改善を行い、環境汚染物質の流出防止のため予防処置を図ります。 

（３） 本環境方針及び環境改善活動に関しては、環境報告書等で社内外に情報を公開し、地

域社会及び広く当社を取り巻く関係者との共生を図ります。 

（４） ISO14001 に適合した環境マネジメントシステムを各部門で構築し、維持するととも

に、このシステムが有効に機能するよう継続的に改善を行います。 

（５） 本環境方針と整合する環境目標の設定及びレビューのための仕組みとして各層にお

いて期毎に到達すべき目標を設定し、その目標の達成に向けて努力します。  

（６） 本環境方針を当社及び関連する会社の全員に理解させて環境意識の向上に努めると

ともに、この方針を適切に持続するため定期的にレビューを行います。  

  

環境マネジメント 
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環境目標 

環境基本方針に基づき、生産部門においては生産活動における省エネや工数低減を主体に、

前年度対比原単位当たりＣＯ２－３％削減を環境目標に活動を展開しています。 

また、本社・支店等の事務所部門においては、ムダエネルギーの排除、エコドライブ等環境意

識の向上を図り、１％削減目標で活動しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＥＭＳ活動 
 

●ＩＳＯ１４００１審査 

2010 年 2月、九州支店の営業・メンテナンス部門、

ニコ精密機等の定期審査が実施されました。結果と

して環境法規制の順守一覧表に一部記載漏れがあ

り、改善要望事項となりました。今年の 4月からは、

改正省エネ法が施行となり、ますますエネルギー削

減、CO2削減に努力していかねばならない状況にあり、

順守一覧表は確実にフォローできるよう仕組みの改

定を行いました。 

 

●社内環境内部監査 

当社の内部監査は、北は北海道支店から南は九州支

店まで、全部門 40部署を約 8か月で、選抜された監

査員によって行われています。写真は、2009 年度の

現地据付工事サイトの監査風景を示しています。特

に是正処置事項となるような問題はありませんでし

たが、現地据付工事チェックシートのフォロー管理

の不備等ど、工程管理に関する改善要望事項が出さ

れ、改善を行いました。これら全ての監査結果の総

括はマネジメントレビューに報告されています。 

 

●内部監査員教育 

2010 年度品質・環境内部監査に対する監査員教育

が、4月 21日、23日の二日間にわたり行われました。

主任監査員・一般監査員任命書の中から、今年度の

監査担当員 28名を選出して、監査の基本精神の確認

や模擬監査を実施しました。今年度の監査重点項目

は、昨年度の監査結果から、目標管理、教育訓練、

環境コンプライアンスの状況確認について行うこと

としました。また、工場の製造工程監査については、

監査員 4 名体制でグループを編成して、深い監査を

実施することで意思の疎通を行いました。 
写真 

上：ISO14001 審査の様子 

中：社内環境内部監査の様子 

下：内部監査員教育の様子 

環境マネジメント 


